
 

 

スラリー安定化処理設備に関する審査上の論点 

 

令和４年９月１２日 

原子力規制庁 

 

以下に、現時点におけるスラリー安定化処理設備に関する審査上の論点について、原

子力規制庁の考え方を示す。スラリー安定化処理設備については、原子力規制委員会が

今年３月に了承したリスクマップ1上で、2022 年度に設置工事開始としており、以下の

論点に対する東京電力の考え方を聴取した上で、リスクマップ上の扱いを含め今後の審

査方針を別途示すこととする。 

 

（論点） 

１．スラリーの安定化処理の実現性 

２．HIC保管容量のひっ迫 

３．耐震クラス分類 

４．放射線業務従事者の被ばく管理  

 

 

１．スラリーの安定化処理の実現性 

⚫ 東京電力は、スラリー安定化処理設備の目的を「スラリーを脱水して漏えいリスク・

水素放出リスクを低減する」としているところ、差し迫った漏えいリスクに対して

は高線量 HICの移し替えで対応中、水素リスクは HIC のベント機構により対応済み

と認識している。 

⚫ また、原子力規制庁としてはリスクマップに記載している通り、中期的に見て、ゼ

オライト、廃スラッジ及び ALPSスラリーは脱水処理等により、より安定な状態（漏

えい・放出リスクが低い状態）へ移行して保管することが必要と考える。 

⚫ 東京電力は、スラリー安定化処理設備の検討の段階で、スラリー抜出試験、脱水確

認試験、HIC洗浄確認試験を行い、その検討の結果を反映して設計を行ったとして

いるが、現在実施中の抜き出しポンプによる HIC内スラリーの移し替え作業におい

て、下部スラリーは物理的に移し替えができておらず、移し替え先との表面線量当

量率の比較からも Sr-90の大部分が下部スラリーに残存している可能性が高い。 

⚫ このことから、スラリー安定化処理設備の設置目的が確実に達成できるかを確認す

る観点から、HIC 内スラリー移し替え作業から得た情報を整理・検討した上で、 

 

1 「東京電力福島第一原子力発電所の中期的リスクの低減目標マップ(2022 年 3 月版)」令和 4

年 3 月 9 日原子力規制委員会了承 
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（１）スラリーの抜き出しの実現性（下部スラリーが抜き出せない場合洗浄による

抜き出しの実現性含む） 

（２）上澄み水と下部スラリーに分離している場合のフィルタープレス機による脱

水の実現性 

について説明を求める。 

 

 

図１：安定化処理の技術開発状況（概要） 

（2017 年 7 月 25 日東京電力資料「スラリー、スラッジの安定化処理に向けた検討状況」から引用） 

 

 

 

 

図２: 模擬スラリー（2022 年 7 月 27 日東京電力面談資料より引用） 
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図３: HIC 内スラリー移し替えの状況（東京電力面談資料等に基づき規制庁において作成） 
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２．ＨＩＣ保管容量のひっ迫 

⚫ 東京電力より本年 8 月 19 日の面談において、ALPS 処理による HIC 発生の実績と

HIC 移し替えを考慮して予測したところ、発生量の低減及び第三施設におけるボッ

クスカルバートの増設等の対策を取ったとしても HICの保管容量が 3年以内（2025

年 6月）にひっ迫する予測が示された。 

⚫ この予測の中で、2025 年 3 月にスラリー安定化処理設備の運用を開始し保管量を

低減していく想定をしているが、現時点で審査上の個別課題に対する説明を含む全

体説明スケジュール及び補正申請の時期が示されておらず、東京電力が見込んでい

る 2023 年 3 月までに審査を終了できるかは不透明である。また下述するセルもし

くはグローブボックス設置の要求により、更に工程に時間がかかることが予想され

る。 

⚫ 上記を考慮すれば、HICの保管場所を一時的に増設する必要があることから、早急

に保管場所の増設等について検討することを求める。当面の第三施設のボックスカ

ルバートの増設等においては、一時的な保管であるとの前提のもと、供用期間等施

設の位置づけを明確にした上で、従前のボックスカルバート（耐震 Bクラスの施設

に適用される静的地震力による評価のみ）と同様の設置方法を認めることとする。

なお、去年と今年の比較的規模の大きい地震に対しても、カルバートの滑動やずれ、

HIC が破損した実績はなかった。 

⚫ 一方、スラリー安定化処理設備が稼働し HIC保管量が減少した後にも継続的に使用

するボックスカルバートについては、HIC に内包されるインベントリや HIC の保管

本数等を踏まえてより堅牢な保管方法を検討すべきであり、時期を定めて、Ss900

に対する影響を加振試験等により確認し、必要に応じて、補強策を含めより耐震性

を確保するための保管方法を検討し説明することを求める。 
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図４:HIC 保管容量ひっ迫予測（低減実施）（2022 年 6 月末時点）、2022 年 8 月 19 日定例会面談東京電力資

料より抜粋） 

 

３．耐震クラス分類 

※本論点は、他審査中案件及び今後の新規設備にも共通のものである。 

⚫ 令和３年９月８日に原子力規制委員会が了承した「令和３年２月１３日の福島県

沖の地震を踏まえた東京電力福島第一原子力発電所の耐震設計における地震動と

その適用の考え方」（参考１）において示した耐震クラス分類を判断する流れは、

現在の１Ｆにおいて建設される施設の特徴に鑑み、通常の実用発電用原子炉の耐

震クラス分類ではなく、核燃料物質を非密封で扱う燃料加工施設や使用施設等に

おける耐震クラス分類を参考にして、設備等の機能喪失による公衆への放射線影

響の程度によってクラス分類を行うという考えに基づき設定された。 

⚫ 上記の耐震クラスを設定する上での放射線影響は、施設の保有するインベントリ

に応じ安全機能（閉じ込め、遮蔽等）が喪失した状態で評価されるものであり、

緩和対策等様々な条件を設定して評価されるものではない。当該評価に当たって

は、安全機能の喪失が継続する期間として現実的な期間（例えば 7 日間）を設定

して線量評価を行い、耐震クラス分類を決定する基準（5mSv 又は 50µSv）と比較

することが必要である。 

⚫ この評価により S クラスと仮設定された場合であっても、耐震クラス分類を判断

する流れの②において、廃炉活動への影響、供用期間、設計の進捗状況、実際の

地震により機能が喪失した場合の影響緩和策等を勘案した上で最終的に適用する

設計用地震力を設定することとなる。その際には、 
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(a)②において考慮した内容（廃炉活動への影響、供用期間、設計の進捗状

況、実際の地震により機能が喪失した場合の影響緩和策等） 

(b)影響緩和策及び遮蔽・閉じ込め機能のある程度の維持（Ss900 に対する耐

震評価から維持の程度を想定する）を考慮した線量評価 

(c) (b)で評価した線量に基づく適用する設計用地震力の設定  

を説明することを求める。 

 

４．放射線業務従事者の被ばく管理 

⚫ スラリーを脱水するフィルタープレス機周辺のダスト取扱エリア（セル等の気密

設備に相当するエリア）に、メンテナンスのため高い頻度で放射線業務従事者が

入室するとしている（清掃週１回、ろ布交換３ヶ月に１回）ことについて、東京

電力が現在想定しているダスト飛散及び換気による濃度低下のシナリオとは別

に、スラリーの系統・機器・床壁面への付着及びそれに伴う立ち入りによるダス

トの舞い上がりを考慮する必要がある。現在実施している HIC移し替えにおいて

14基中 6基（2022 年 9月 5日時点）でダスト濃度高警報が発報、その後床面等の

汚染上昇が確認されており、原因としてダストの付着が考えられる。このことか

らも、HICの蓋解放時以外は開放系の作業でない HIC 移し替えと比較すると開放

系の作業であるフィルタープレス機による脱水について、周辺ダスト取扱エリア

（特に飛散防止カバー内）のスラリーの飛散及び付着を考慮することは必須であ

る。 

⚫ フィルタープレス機で一日に取り扱う Sr-90 の量はテラベクレルオーダー

（6.2×1013Bq※１）であることから、その一部が付着・蓄積し、作業員が立ち入っ

た際の舞い上がりによる空気中濃度が東京電力が設定する全面マスク着用上限濃

度（7.0×10-3Bq/cm3※２）を超える可能性は高く、その場合は作業員による作業は

不可能となる。また、スラリーの付着及び舞い上がりを精緻に評価することは難

しく、放射線業務従事者が入室して作業できることを評価により示すことはでき

ない。 

⚫ 以上のことから、フィルタープレス機周辺のダスト取扱エリアは、遠隔操作によ

り除染作業及び頻度の高いメンテナンス作業を行うことができるセルもしくはグ

ローブボックスとすることを求める※３。 

 

※１：スラリー安定化作業における一日の Sr 取扱い量を申請書等の情報から計算すると、2.21m3/基×

HIC2 基×Sr-90 濃度 1.4×107Bq/cm3=6.2×1013Bq となる。なお、IAEA の関連する文書（IAEA Safety 

Series No.30 Manual on Safety Aspects of the Design and Equipment of Hot laboratories, 

1981）によると、グローブボックスで扱うべき Sr-90 の量は、湿式で簡単な操作の場合は 3.7×

1010Bq 以上であり、乾式の場合、簡単な操作において 3.7×108Bq 以上、粉末の出る操作において
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3.7×107Bq 以上である。 

 

※２：線量告示別表第一 第四欄 放射線業務従事者の呼吸する濃度限度：Sr-90 7×10-4Bq/cm3 

東京電力の設定する全面マスク着用上限濃度：Sr-90 7×10-3Bq/cm3 

 

※３：IAEA Safety Series No.30 には、セル、グローブボックス等ゾーン４内への通常運転時の作業員

の立ち入りは禁止されるとされており、スラリー安定化処理設備のダスト取扱エリアはゾーン４に

該当する。 

 

 

 

参考１：令和３年９月８日規制委員会了承「令和３年２月１３日の福島県沖の地震を踏

まえた東京電力福島第一原子力発電所の耐震設計における地震動とその適用の考

え方」 

参考２：令和４年３月９日規制委員会了承「東京電力福島第一原子力発電所の中期的リ

スクの低減目標マップ（2022 年 3月版）」からの抜粋、「放射性物質（主に Cs-137）

の所在状況（使用済燃料は除く）」 
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令和３年２月１３日の福島県沖の地震を踏まえた東京電力福島第一 

原子力発電所の耐震設計における地震動とその適用の考え方（２回目） 
 

令 和 ３ 年 ９ 月 ８ 日   

原 子 力 規 制 庁   

 

１． 経緯・趣旨 

令和 3 年 7 月 7 日の第 18 回原子力規制委員会で議論した標記の考え方について、7

月 12 日の第 92 回特定原子力施設監視・評価検討会（以下「１Ｆ検討会」という。）

での議論を経て東京電力ホールディングス株式会社（以下「東京電力」という。）から

提出された意見を踏まえ、東京電力福島第一原子力発電所（以下「１Ｆ」という。）の

耐震設計における耐震クラス分類と地震動の適用の考え方を整理した。今回はその内

容とともに、今後の審査の進め方を諮るもの。 

 

２． １Ｆの耐震設計における地震動とその適用の考え方に対する東京電力の意見 

（１） 第 18 回原子力規制委員会（令和 3年 7月 7日）における議論 

 １Ｆの耐震設計に用いる地震動については、東京電力が平成 26 年に策定し、

１Ｆ検討会において議論した検討用地震動（最大加速度 900gal）が基本であ

り、その上で、個別の施設の状況に応じた地震動を設定することが必要である。 

 耐震クラス分類上のＢクラスより耐震性の高い分類としてＢ＋クラスを設け

ること等について、１Ｆ検討会において東京電力の意見を聞くべきである。 

 

（２） 東京電力の意見（令和 3年 8月 6日提出資料から抜粋） 

耐震設計の考え方は、原子力規制庁が示した案と概ね同じであるが、以下の点につ

いて確認・要望をしたい。 

＜確認事項＞ 

 Ss900（Ｓクラス）、Sd450（Ｂ＋クラス）に対する機能維持について 

ここで維持を要求する機能は、放射性物質の閉じ込め機能など、公衆への放射線

影響を防止または緩和する機能と考えていいか。 

＜要望事項＞ 

以下について、規制文書の中に付記していただきたい。 

 供用期間が短い新設設備については、廃炉作業への影響やリスクの早期低減に

対して、耐震設計の実現とリスク除去に要する時間のバランスを考慮し、合理

的な範囲内で耐震設計を進めることが出来る。 

 移行に伴う暫定的な対応として、申請中の案件や設計がある程度進んでいるも

ので、Ｂクラス※1 であるがより耐震裕度を上げているもの（従来の Ss※2 機能

維持）は、Ｂ＋クラスとして扱うことが出来る。 

資料２ 
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参考１



 
 

※1：別添に示す耐震クラス分類の考え方に基づかずに分類したもの 

※2：新規制基準によらない基準地震動（最大加速度 600gal。水平 1方向及び鉛直方向の組合せを考慮。） 

 

３． １Ｆにおける安全上の観点からの耐震クラス分類と地震動の適用の考え方 

上記２．に示した原子力規制委員会における議論と東京電力の意見を踏まえ、別添

のとおり、耐震クラス分類と地震動の適用の考え方を整理した。 

 

４． 今後の方針について 

今後は、別添に示す考え方に沿って審査を進めることとし、当該考え方に基づく東

京電力の耐震性確保に向けた取組状況等については、１Ｆ検討会において、適宜確認

していく。 

 

以上   

 
別添資料 

別添 ： １Ｆの耐震設計における耐震クラス分類と地震動の適用の考え方 

 

参考資料 

参考 ： 令和３年２月１３日の福島県沖の地震を踏まえた東京電力福島第一原子力発

電所の耐震設計における地震動とその適用の考え方（令和３年７月７日第１

９回原子力規制委員会 資料３） 
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1

１Ｆの施設・設備の耐震評価においては、以下の２つを考慮して適用する地震動を設定
するとともに、必要に応じて求める対策を判断する。

１Ｆの耐震設計における耐震クラス分類と地震動の適用の考え方

①耐震クラス分類（Ｓ、Ｂ＋、Ｂ、Ｃ）

②廃炉活動への影響、上位クラスへの波及的影響、供用期間、設計の進捗状況、

内包する液体の放射能量 等

別添

- 3 -10






2

１Ｆの施設・設備

地震により安全機能を失った際の公衆への
被ばく影響により、Ｓ、Ｂ、Ｃを分類

5mSv ＜ 公衆被ばく線量

Ｓクラス
【動的地震力】

Ss900機能維持
Sd450弾性範囲
【静的地震力】
水平：3.0Ci(0.6G)
鉛直：1.0Cv(0.2G)

50μSv ＜ 公衆被ばく線量 ≦ 5mSv

Ｃクラス
【動的地震力】
－

【静的地震力】
水平：1.0Ci(0.2G)
鉛直：－

Ｂ＋クラス
【動的地震力】

1/2Ss450機能維持
1/2Sd225弾性範囲（共振時のみ）
【静的地震力】
水平：1.5Ci(0.3G)
鉛直：－

耐震クラス分類と施設等の特徴に応じた地震動の設定及び必要な対策を判断する流れ

①

② ①の耐震クラスを踏まえて、廃炉活動への影響、上位クラスへの波及的影響、供用期間、設計の進捗状
況、内包する液体の放射能量等の要素を考慮した上で、施設等の特徴に応じた地震動の設定及び必要
な対策（耐震性の確保の代替策等）を判断する。

長期的に使用するもの、又は地震により運転できな
いこと若しくは作業者への被ばく影響が生じること
によりリスク低減活動への影響が大きい設備か

Ｂクラス
【動的地震力】

1/2Sd225弾性範囲（共振時のみ）

【静的地震力】
水平：1.5Ci(0.3G)
鉛直：－

YES NO

公衆被ばく線量 ≦ 50μSv

（イ）

（ロ）

（ハ）

（ニ） （ホ） （ヘ） （ト）

※図中（イ）～（ト）の解説については、次ページに記載- 4 -11






3

【（イ）： 地震により安全機能を失った際の公衆被ばく影響】
核燃料施設等の耐震クラス分類を参考にして、地震による安全機能喪失時の公衆被ばく線量により、Ｓ、Ｂ、Ｃを分類する。液体放射性物質
を内包する施設・設備にあっては、液体の海洋への流出のおそれのない設計を前提とした線量評価によるものとする。

【（ロ）： 通常のＢクラスよりも高い耐震性が求められるＢ＋クラスの対象設備の要件】
「運転できないこと若しくは作業者への被ばく影響が生じることによりリスク低減活動への影響が大きい設備」の具体例は以下のとおり。

• 建屋滞留水・多核種除去設備などの水処理設備、使用済燃料をプールからより安定性の高い乾式キャスクへ移動させるために必要な燃
料取出設備等。

• 閉じ込め・遮へい機能喪失時の復旧作業における従事者被ばく線量が１日当たりの計画線量限度を超える設備等。

【（ハ）： Ｂ＋クラスの1/2Ss450機能維持】
Ss900の1/2の最大加速度450galの地震動に対して、運転の継続に必要な機能の維持や閉じ込め・遮へい機能の維持を求める。

【（ニ）： 上位クラスへの波及的影響】
上位クラスへの波及的影響がある場合、原則上位クラスに応じた地震動を念頭に置くが、耐震クラス分類の考え方と同様に、下位クラスによ
る波及的影響を起因とする敷地周辺の公衆被ばく線量も勘案し、適切な地震動を設定する。

【（ホ）： 地震力の組合せ】
地震力の算定に際しては、水平２方向及び鉛直方向について適切に組み合わせる。

【（ヘ）： 液体放射性物質を内包する設備】
多核種除去設備等で処理する前の液体等、放出による外部への影響が大きい液体を内包する設備については、Ss900に対して、海洋に流出
するおそれのない設計とすることを求める（滞留水が存在する建屋、ALPS処理前の水や濃縮廃液を貯留するタンクの堰等）。これ以外の液体を
内包する設備については、上位クラスの地震動に対する閉じ込め機能の確保又は漏えい時の影響緩和対策を求める※ 。

※：設備自体を耐震ＣクラスからＢクラスに格上げ、周囲の堰等に上位クラスの地震動に対して閉じ込め機能を維持する、漏えい時に仮設
ホースによる排水等の機動的対応を講ずる等により、海洋への流出を緩和する措置を想定。

【（ト）： 耐震性の確保に対する代替措置】
耐震性の確保の代替策として、機動的対応や耐震性の不足に起因するリスクを早期に低減させるための対策を講ずるとしてもよい。具体例
は以下のとおり。
例１：Ｂ＋クラス設備の1/2Ss450機能維持の手段としては、耐震性の確保の他、機動的対応（予備品への交換、可搬型設備の運用等）によ

る代替手段を想定。

例２：中低濃度タンクや吸着塔一時保管施設等の耐震性の不足に起因するリスクを早期に低減させる対策として、耐震性の高い建屋やタ
ンクへの移替え及び移管、スラリー安定化処理設備や海洋放出設備による処理等を早期に行うことを想定。 - 5 -12






案件 ① 耐震クラスの評価 ② 地震動の設定における考慮要素

大型廃棄物保管庫
の架台等の設置

Ｓ or B+

地震による機能喪失時の公衆被ばく線量評価の評価条件を要
確認（地震により吸着塔が転倒等した場合の内包物漏えいによ
る線量評価を要精査）

長期間使用
吸着塔内に液体放射性物質が内包されていること
Ss600を用いた耐震設計、建屋の建設が進んでいること

使用済Cs吸着塔一
時保管施設（第三
施設）の変更

Ｓ or B+

地震による機能喪失時の公衆被ばく線量評価の評価条件を要
確認（地震によりHICが転倒等した場合の内包物漏えいによる
線量評価を要精査）

長期間使用
HICを収納するボックスカルバートに対するクレーンの波及的影響
HIC内に液体放射性物質が内包されていること

2号機燃料取り出し
装置の設置

B+
燃料取り出しまでの期間は約2年
使用済燃料プールへの波及的影響
Ss600を用いた耐震設計が進んでいること

1号機大型カバーの
設置

B+

ガレキの撤去や燃料取り出しまでの期間は約6年
原子炉建屋、使用済燃料プール等へのカバーの落下による波及的
影響（カバー落下時のダスト飛散等による線量評価を要精査）
Ss600を用いた耐震設計が進んでいること
カバーを原子炉建屋側面で全荷重を支持する構造（外壁コンクリー
トの劣化・損傷状況を要精査）

現在申請中の主な案件に新たな耐震クラス分類及び地震動の適用の考え方を当てはめた場合の分類例
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令和３年２月１３日の福島県沖の地震を踏まえた 

東京電力福島第一原子力発電所の耐震設計における 

地震動とその適用の考え方 
 

令和３年７月７日  

原 子 力 規 制 庁  

 

 

１． 経緯・趣旨 

東京電力福島第一原子力発電所（以下「１Ｆ」という。）では、これまで、

新規制基準によらない基準地震動（最大加速度 600gal。以下「Ss600」という。）
※１を用いて耐震設計が行われてきた※２ところ、東京電力は、令和 3年 2月 13

日に福島県沖で発生した地震は、１Ｆにおいて弾性設計用地震動（最大加速度

300gal（基準地震動の 1/2）。以下「Sd300」という。）を上回るものであった

と評価している※３。 

１Ｆの地震動に関しては、平成 26 年 8 月の第 19 回原子力規制委員会にお

ける指摘を踏まえ、１Ｆの地震対策の実施に当たって目標とする地震動の検討

が行われ、東京電力は検討用地震動（最大加速度 900gal。以下「Ss900」とい

う。）を設定している※４。 

この状況を踏まえ、今後の１Ｆの耐震設計において考慮すべき地震動とその

適用の考え方について、以下のとおり事務局で案を作成したところ、これを特

定原子力施設監視・評価検討会において東京電力ホールディングス株式会社

（以下「東京電力」という。）に提示し議論を行うことについて諮る。 

 

※１：「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」（平成 18 年 9 月 19 日原子力安全

委員会決定）（以下「耐震指針」という。）に基づいて設定された基準地震動。 

※２： １Ｆと実用炉（ＢＷＲ）における耐震クラス別の主要設備の比較（参考１） 

※３： 東京電力が作成した令和 3 年 2月 13 日の地震のはぎとり波と基準地震動・弾性設

計用地震動の比較（参考２） 

※４： 第 27 回特定原子力施設監視・評価検討会 資料２ 東京電力福島第一原子力発電

所の外部事象に対する防護の検討について（平成 26 年 10 月 3 日 東京電力作成）（参

考３） 

 

２． 今後の１Ｆの耐震設計に用いる地震動 

平成 23 年東北地方太平洋沖地震の地震動は Ss600 を上回り、令和 3 年 2月

13 日の地震動は Sd300 を上回るものであったことに鑑みれば、今後の１Ｆの

耐震設計に用いる地震動は、このような地震動が実際に観測されたこと等を考

資料３ 
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慮したものであることが必要と考える。 

検討用地震動（Ss900）は、１Ｆにおける施設・設備等の現状や廃炉作業の

状況から、速やかにリスク低減を図り、着実に廃炉作業を進めることが必要で

あることを考慮して、早期に地震に対する防護対策を講じるために策定された

ものであり、精緻な地質調査結果等を踏まえたものではないが、これまでの新

規制基準に基づく審査の経験を踏まえれば、震源モデルの設定方法等はレシピ

等に基づく同様の方法を採用していることから一定の科学的根拠は有してい

る。また、この検討用地震動（Ss900）は１Ｆの建屋等の耐震性評価に用いら

れてきた。 

これらを踏まえ、当面の間、この検討用地震動（Ss900）を基本とした「１

Ｆの耐震設計における地震動とその適用の考え方」を再整理することが適当と

考え、３．にその具体案を示す。 

なお、今後設置する施設の目的や使用期間によっては、検討用地震動（Ss900）

を超える地震動の適用が必要となることも考えられ、その場合は改めて方針を

検討する。 

 

３． １Ｆにおける安全上の観点からの耐震クラス分類と適用する地震動 

(1) 耐震クラス分類 

現在の１Ｆにおいては、通常の実用発電用原子炉の耐震クラス分類ではなく、

核燃料物質を非密封で扱う燃料加工施設や使用施設等における耐震クラス分

類を参考にして、設備等の機能喪失による公衆への放射線影響の程度※５によ

り、以下のクラス分類とすることが適当と考える。加えて、Ｂクラスについて

は、１Ｆの状況に鑑み、以下に記載する３つの条件のいずれかに該当する設備

に対して、Ｂ＋クラスというより耐震性の高い分類を設けることが適当と考え

る。 

 

Ｓクラス： 5mSv ＜ 敷地周辺の公衆被ばく線量 

Ｂ＋クラス：50μSv ＜ 敷地周辺の公衆被ばく線量 ≦ 5mSv 

・恒久的に使用する設備 

・耐震機能喪失時にリスク低減活動や放射線業務従事者の被ばく線量

に大きな影響を与える設備 

・Ｓクラスの設備に対して波及的影響を与える可能性のある設備※６ 

Ｂクラス： 50μSv ＜ 敷地周辺の公衆被ばく線量 ≦ 5mSv 

Ｃクラス： 敷地周辺の公衆被ばく線量 ≦ 50μSv 

 

※５： 耐震クラス分類を行う際の影響評価のうち、液体の放射性物質の放出による影響評

- 2 - - 8 -15









 

価の妥当性を示すことが困難な場合には、影響評価の対象からは除外し、その上で、多

核種除去設備等で処理する前の液体等、放出による外部への影響が大きい液体を内包す

る設備については、機能喪失したとしても海洋に流出するおそれのない設計とすること

を求める。また、多核種除去設備等で処理した後の液体等、放出による外部への影響が

比較的小さい液体を内包する設備は、上記の設計対応をすることが望ましいが、それが

困難な場合には、例えば機能喪失時の仮設ホースによる排水等の機動的対応等の放出時

の影響を緩和する措置を求める。 

 

※６： 事故後当初、Ｓクラスである原子炉格納容器や使用済燃料プールに波及的影響のあ

る設備はＢクラスに適用する地震力に加えて Ss600 に対する機能維持を求めてきたが、

現在の１Ｆは通常の発電用原子炉施設とは異なり、使用済燃料やデブリ中の放射性核種

の崩壊が進み潜在的な放射線リスクが低くなっているため、念頭に置くべき外部への影

響の程度を勘案し、燃料取り出し設備等のＳクラスの設備に波及的影響のある設備はＢ

＋クラスに分類することとする。 

 

(2) 地震動の適用の考え方 

２．の考え方を踏まえ、新規に設置する設備等については、検討用地震動

（Ss900）を１Ｆにおける新たな基準地震動（Ss）として設定し、1/2Ss（最大

加速度 450gal（Ss900 の 1/2）。以下「Sd450」という。）を新たな弾性設計用地

震動（Sd）として適用する。その上で、１Ｆの状況を勘案し以下を求める。 

 地震力の算定に際しては水平２方向及び鉛直方向について適切に組み

合わる。 

 Ｂ＋クラスには、Ｂクラスに適用する地震力に加えて、Sd450 に対し

て安全機能が維持されることを求める。 

 既に設置している設備等に対しては、原則として上記と同様の考え方

を適用する。ただし、該当する耐震クラスに対応した耐震性を評価し

た上で追加の対応が必要とされる設備のうち、廃炉作業への影響や対

応の実施による被ばくリスク等を勘案し合理的な範囲内で補強等の対

応ができないものについては、耐震性の不足に起因するリスクを早期

に低減するための対策を個別に検討する。 

 

上記適用する地震動及び適用の考え方を、現在申請中の案件を含む設備の例

示とともに別添１に示す。 

 

以上 
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別添資料 

別添１： １Ｆおいて今後適用する地震動、耐震クラス及び対象設備の例と現在

審査中の案件概要 

 

参考資料 

参考１： １Ｆと実用炉（ＢＷＲ）における耐震クラス別の主要設備の比較 

参考２： 東京電力が作成した令和 3年 2月 13 日の地震のはぎとり波と基準地

震動・弾性設計用地震動の比較（東京電力作成令和 3年 6月 3日面談

資料からの抜粋） 

参考３： 第 27 回特定原子力施設監視・評価検討会 資料２ 東京電力福島第

一原子力発電所の外部事象に対する防護の検討について（平成 26 年

10 月 3 日 東京電力作成） 
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１Ｆおいて今後適用する地震動、耐震クラス及び対象設備の例（現時点の仮定に基づくもの）

適用する静的地震
力（変更無し）

適用する動的地震動
新規設備の例

（既設の新規改造を含む）
これまで適用してきた動

的地震動
既設設備の例

Ｓクラス

水平
3.0Ci (0.6G)

鉛直
1.0Cｖ（0.2G）

Ss900機能維持
Sd450弾性範囲

乾式燃料貯蔵設備
デブリ貯蔵設備

Ss600機能維持
Sd300弾性範囲

原子炉建屋
共用燃料貯蔵プール
共用プール使用済燃料ラック
乾式燃料キャスク貯蔵設備

B＋クラス＊2

水平
1.5Ci (0.3G)

鉛直
－

Sd450機能維持＊3

1/2Sd225弾性範囲
（共振時のみ）

大型廃棄物保管庫＊4

スラリー安定化処理設備
放射性物質分析・研究施設第２棟

デブリ取り出し設備＊5

２号燃料取り出し設備＊5

１号大型カバー＊5

Bクラス

水平
1.5Ci (0.3G)

鉛直
－

1/2Sd225弾性範囲
（共振時のみ） 廃スラッジ回収施設＊6 1/2Sd150弾性範囲

（共振時のみ）

汚染水処理設備
滞留水移送設備

３号PCV取水設備（B（Ss600機能維持））＊8

３号燃料取扱機（B（Ss600機能維持））＊8

Cクラス

水平
1.0Ci (0.2G)
鉛直
－

減容処理設備

＊１　地震力は、水平２方向及び鉛直方向について適切に組み合わせたものとして算定する。

＊３　Sd450機能維持は、剛領域加速度がＢクラス静的加速度より大きいため、剛な場合も動的加速度を適用する。

＊４　分割申請ですでに認可した大型廃棄物保管庫建屋についても、現在申請中の建屋内設備と同様にSs900体系を適用する。

＊５　現行では原子炉格納容器や使用済燃料プールに波及的影響のある設備はB（Ss600機能維持）を求めていたが、今後はB+クラスに分類する。

＊６  廃スラッジ回収施設は、回収作業を行う比較的短期間に使用する設備であること、及び設備にて同時に扱う廃スラッジ量は少ないためBクラスに分類する。

＊８　原子炉格納容器、使用済燃料プールへの波及的影響を考慮しB（Ss600機能維持）としている。

これまでに設置した設備（現行Ss600体系＊7）

耐震クラス

今後設置する設備（Ss900体系を適用）＊1

＊７　既に設置している設備等に対しては、原則としてSs900体系を適用する。ただし、該当する耐震クラスに対応した耐震性を評価した上で追加の対応が必要とされる設備のうち、廃炉作業への影響や対応の
実施による被ばくリスク等を勘案し合理的な範囲内で補強等の対応ができないものについては、耐震性の不足に起因するリスクを早期に低減するための対策を個別に検討する。

　１Ｆにおいて今後、各耐震クラスに適用する地震動の概要を、新規設備の例とともに以下の表に示す。新規設備の耐震クラス分類は今後東京電力が影響評価を行った上で提示すべきもので
あるが、ここでは現時点の仮定に基づく分類を示す。また、Ss600体系を適用してきた既設設備についても、原則としてSs900体系を適用することとし、詳細については今後検討する。

＊２　Ｂクラスに分類されるもののうち、恒久的に使用する設備、耐震機能喪失時にリスク低減活動や放射線業務従事者の被ばく線量に大きな影響を与える設備、もしくはSクラスの設備に対して波及的影響を
与える可能性のある設備のいずれかに該当するもの。

別添1-1

既設設備も

原則として耐

震クラスを再

分類した上

でSs900体系

を適用する。

詳細につい

ては今後検

討。
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別添１－２        令和 3 年 2 月 13 日の地震を踏まえた耐震性評価を必要とする現在審査中の案件 
 
案

件 

放射性物質分析・研究施設第

2棟の設置 

大型廃棄物保管庫の架台等の

設置 

多核種除去設備スラリー安定

化処理設備の設置 
廃スラッジ回収施設の設置 

使

用

期

間 

恒久的に使用※ 

※使用開始は 2024 年度の予定 
恒久的に使用※ 

※使用開始は 2021 年度以降の予定 
恒久的に使用※ 

※使用開始は 2022 年度の予定 

6 ヶ月※ 

※当該施設の運転予定期間。使用開始は

2023 年度の予定 

イ

ン

ベ

ン

ト

リ 

燃料デブリ等 

線源強度は以下のとおり。 

① コンクリートセル No.1-4： 1.2×1014 

Bq 

② 試料ピット： 3.1×1015 Bq 

③ 鉄セル： 2.3×1011 Bq 

④ グローブボックス＋フード＋α・γ測定

室： 2.3×107 Bq 

※上記のうち②の試料ピットでは、分析・

試験を行わない。 

Cs 吸着塔：540 体※ 

※最大保管量。設計上のインベントリ

は、以下の区分による。 

S1：10.2×1015 Bq/体×36 体 

S2： 6.0×1015 Bq/体×324 体 

S3： 2.0×1015 Bq/体×180 体 

HIC：2 基※1 

保管容器：1基※2 

※１ 一日当たりの処理量。スラリー中の

放射能濃度は、Sr-90 換算で 1.4×107 

Bq/cm3、HIC 容積は 2.21×106 cm3 

※２ 一基当たり HIC6 基分のスラリーを有

し、容量は約 5.2 m3 

廃スラッジ：約 7m3 ※ 

※コンテナ内に内包する量（タンク、遠

心分離機及び保管容器の容量を含

む。）、インベントリは、約 1×1014 

Bq。保管容器 1本当たりの想定インベ

ントリは、2.5×1013 Bq、容量は 1m3。 

なお、プロセス主建屋の Dピットから回

収が必要な総スラッジ量は 37m3（保管容

器約 37 本分）。 
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参考１  １Ｆと実用炉（ＢＷＲ）における耐震クラス別の主要設備の比較 

※１：１F の既認可のＢクラス相当の設備の多くについては、床応答曲線がなくかつ早急にリスクを低減していく必要が

あったことから、共振影響評価用地震動による耐震評価を行っていない。 

１Ｆ 実用炉（ＢＷＲ） 適用地震力 
Ｓクラス相当 
・原子炉建屋 
・使用済燃料プール（共用プールを含む。） 
・使用済燃料貯蔵ラック 
・乾式キャスク仮保管設備 
 
 
 
・非常用ＤＧ（所内共通ディーゼル発電機及び

補機冷却系） 

Ｓクラス 
・原子炉建屋 
・使用済燃料プール 
・使用済燃料貯蔵ラック 
 
・非常用炉心冷却系 
・ほう酸注入系 
・可燃性ガス濃度制御系 
・非常用ＤＧ 

Ss 機能維持 
＋ 

静的地震力 3.0Ci 又は

Sd に対しておおむね

弾性域 

Ｂクラス相当※１ 
・RPV・PCV 注水設備（既設非常用スプレイラ

インは Ss 機能維持） 
・ほう酸注入系 
・3 号燃料取扱装置、クレーン 
・タービン建屋、廃棄物処理建屋 
・燃料プール冷却系 
・汚染水処理設備 

 高濃度滞留水受けタンク 
 Cs 吸着装置吸着塔 
 中濃度タンク 
 廃スラッジ一時保管施設 
 Cs吸着塔一時保管施設（ボックスカルバー

ト、クレーン）等 
・多核種除去設備 
・増設多核種除去設備 
・高性能多核種除去設備 
・大型廃棄物保管庫 

Ｂクラス 
・主蒸気系、給水系、浄化系 
 
 
・原子炉建屋クレーン 
・タービン、廃棄物処理建屋 
・燃料プール冷却系 
・廃棄物処理設備 静的地震力 1.5Ci と共

振影響評価用地震動

（1/2Sd）に対しておお

むね弾性域 

Ｃクラス相当 
・ＰＣＶ内窒素封入設備 
・減容処理設備 
 
 

Ｃクラス 
 
・雑固体・減容・圧縮設備 
・新燃料貯蔵設備 
・試料採取系 

静的地震力 1.0Ci に対

しておおむね弾性域 
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4

セシウム吸着塔一時保管施設

プロセス主建屋及び高温焼却炉建屋

1～3号機原
子炉建屋

70

放射性物質（主にCs-137 ）の所在状況（使用済燃料は除く） （単位；PBq）

＊注：環境に移行しやすい順番に並べた

100PBq以上

10～100PBq 

1～10PBq 

0.1～1PBq

①滞留水

②Cs吸着塔

③ゼオライト等

⑤3号機S/C

④シールドプラグ

⑥ 1～3号機のCs-137総量から①～⑤及び環境

へ放出された量を除いたもの（燃料デブリなど）

• 減衰は事故発生から11年後（2022年3月11日）を基準日として計算しているが、減衰を考慮しないで算出したデータも含まれる
• 1～3号機のCs-137総量を、「JAEA-DATA／Code2012-018」及び減衰を考慮して想定した
• 環境へ放出された量については、「国際原子力機関に対する日本国政府の追加報告書－東京電力福島原子力発電所の事故について－（第2報告）」等及び減衰を考慮

して想定した
• 本資料は使用済燃料を除いたCs-137の所在状況を示したものであるが、算出には東京電力等が公開しているデータから算出した
• Cs-137よりSr-90を多く含む水処理二次廃棄物に着目し、Sr-90がHICに44PBq、Sr吸着塔に15PBq、除染装置スラッジ等に2PBｑ、濃縮廃液に1PBｑと算出した
• 端数処理を行っているため、合計は一致しない

S/C： 圧力抑制室、HIC：スラリーを収納した高性能容器、 Sr吸着塔：Sr吸着材を収納した金属容器、除染装置スラッジ等：除染装置から発生したスラッジ及び
ゼオライト土嚢等、濃縮廃液：濃縮塩水を蒸発濃縮装置で処理後に発生した濃縮廃液及びスラリー

260

0.2

4

190

4

3号機S/C

Sr量が多いエリア（１PBq以上）

Sr吸着塔及びHIC

濃縮廃液

除染装置スラッジ等

①, 0.2

②, 260

③, 4
④, 70

⑤, 4

⑥, 190
総放射能

（放出分除く）
530

D,H2タンクエリア

種類( *注） 性状 現在の状態
① 滞留水 液状 1～3号機原子炉建屋、プロセス主建屋、高温焼却炉建屋に滞留する高濃度汚染水
⑤ 3号機S/C 液状 3号機原子炉建屋S/C内の高濃度汚染水
③ ゼオライト等 液状・固形状 汚染水移送前に敷設されたゼオライト土嚢等・汚染水処理初期に発生した沈殿物等
② Cs吸着塔 固形状（含水） 汚染水処理に使われた吸着材を保管する金属容器（屋外一時保管）
④ シールドプラグ 固形状（詳細不明） 1～3号機格納容器の上にある遮へい蓋（事故時に放出された高放射能が下面に付着）

⑥ 1～3号機のCs-137総量から①～⑤及び環境へ放出された量を除いたもの（燃料デブリなど） 固形状（詳細不明） 1～3号機原子炉建屋内に残っている燃料デブリ等

21

 
 
参考２：令和４年３月９日規制委員会了承「東京電力福島第一原子力発電所の中期的リスクの低減目標マップ（2022年3月版）」からの抜粋




